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④
（ただし、i，j=x，Y､Z)
第3は、再生産過程における循環経路の調和関係である。すなわち、一
方では、人口、労働力、物質、エネルギー、廃棄物などの要素の循環経路
が「死路」にならないことである。他方では、各内部循環の素質と規模の
2つの側面において、弱められることがないことである。この2つの意味
は数学の図学原理を借りて説明すれば、第1の意味によれば、この図はX，
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Y，Zが如何に変わるかを問わずに循環経路が「一筆画可能」（数学的用
語、間断もなく、重複もなく、一回描くことができる図形を意味する。以
下同）なのである。第2の意味によれば、この図におけるX，Y，Zの比率
がそのうちの一つの変化によって変わらないことである（図24を参照）。
第4は、再生産における物質循環の調和関係である。つまり、「物質循
環表」の各行によって現れた各物質の各再生産活動における流入と流出を
集計するバランス式が0となる。
2不協調的循環とその展開
上述した「定常状態の調和的循環」は、歴史的に存在したことがあるこ
と、理論的に成立し得ること、そして、現実のある局地にまだ見られる
にしても、全体的にもはや存在していない。少なくとも、産業革命以来、
広義経済の3つの基本法則は、市場経済の枠内において、利潤を軸として
展開され、作用してきたのである。広義経済循環も産業構造の拡大にとも
なって「大量採取、大量生産、大量消費、大量廃棄」という特徴を付け加
えられ、定常状態の調和循環から乖離して不調和な状態になってきた。こ
の産業構造変動による「悪循環」の展開過程に関する歴史的、理論的、そ
して国際的な分析が前掲の拙稿に試論されたが、ここでは、以上の分析の
延長として自然環境問題に関連してその乖離の度合いと不調和循環の特性
を検出したいと思う。これは、定常状態の調和的循環の分析に対応して次
の4つの角度から把握される。
まず、第1に、生産定式の角度から見れば、不調和的循環の調和的循環
からの乖離度が次の式で表わされる。ただし、6X=X-Xo、他も同様で
ある。
6X=(6XIN,6XNu,6XA,8XR,6Xp,6XB,6X4B,6X&B,6X&p)
6Y=(6YIN,6YNu,6YA,6YR,6Yp,6YB,6Y&B,6Y&B,6Y4p)
6Z=(6ZIN,6ZNu,6ZA,6ZR,6Zp,6ZB,6Z4B,6ZaB,6Z4p)
6I=(61in,61out)
ここで強調して置きたいのは、この式がわれわれにとって非常に重要な
のだということである。というのは、今まで取り上げられた人口、経済、
特に自然環境問題が基本的にこれらの構成要素とその関係によって3つの
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再生産の相互関連の意味で触れられているからである。
例えば、前節にも提起したように、広義的視角によって自然再生産は開
放的な体系で常に人間と経済からの影響を避ける事ができなく行われてい
るのである。換言すれば、われわれが毎日に見ている自然は、もう純粋な
自然ではなく、人工的影響を受けつつある自然である。従って、純粋な、
そして定常な自然再生産の内部循環を分析する上で、この外部の影響受け
て乖離している自然再生産の内部循環を分析しなければならないと考えら
れる。この変容過程における自然環境の在り方が、この式の構成要素の特
性と意味を下記のように明確にすれば把握できると考えられる。
6XINは、もし太陽から地球へ発射された光エネルギーの量が不変なの
だとすれば人間と経済からの自然の吸収力を超えて捨てられた過剰廃棄量
になるわけである。6XNuは勿論その過剰廃棄6XINとそれにより自然自
身の過剰廃棄から構成される。そのうち、自然過剰廃棄については酸性雨
により森林の大面積枯死、海洋生物の群体的死亡などが現象として取り上
げられるが、原因としては人間、経済からの過剰廃棄により自然再生産能
力の低下と循環秩序の撹乱にある。それは、また、外部エネルギーに対す
る吸収量の減少量6XA，自然純生産の減少量6X4B，呼吸廃熱の減少量6XR，
自然生産体ストックの減少6XBなどに反映されるのである。よく言われる
自然生態系とオゾン層の破壊はこれに当たる。6X&Bは経済再生産により
引き起こした自然生産体ストックの純減少であり、勿論、以上の環境問題
の要因になり、其のほか非再生資源の枯渇化、生態系の撹乱により再生資
源稀少化の要因にもなる。
このような自然環境問題に関連して、人間再生産における第0次消費財
の質的劣化と量的不足、経済再生産における第1次消費財生産の量的不安
定等の人間の生存に関わる諸問題がそれぞれに6YINと3ZINに明確に表わ
される。
第2に、1の内容によれば、広義再生産構造における自然環境に関連す
る供給関係を反映するのは次の2つのベクトルである。
Dx=(Dxz,DxY,Dzx,DYx,Dxx)Sx=(Szx,SYx,Sxz,SxY,Sxx)
Dxは、自然環境と他の再生産過程間の相互供給を示しているベクトルで
ある。そのうち、DxzとDxYは、それぞれ、自然再生産過程から人間再生
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産の消費財と財再生産過程の資源の供給、DzxとDYxは、それぞれ、人間
再生産からの消費生活の廃棄物と財再生産からの生産廃棄物の自然再生産
への供給を示している。Sxは、他の再生産過程と自然再生産との相互需要
を示している。そのうち、SzxとSYxは、それぞれ、人間再生産と財の再
生産とが自然再生産に対する自然消費財と自然資源の需要である。Sxzと
SxYは、自然環境再生産が人間と財の再生産過程からの廃棄に対する自身
の吸収能力に制限される量的質的な需要である。また、DxxとSxxとは、
自然自身の自然廃棄と自然吸収間の需給関係を示すものであるので、以下
の討論には捨象することにする。
この意味においては、広義再生産循環は、①もし、Dxj≧Sjx，Dix=
Sxi，且つ、少なくともあるjに対してDxj>Sjx，或いは、あるiに対
してDix<Sxiが成立すれば、環境改良型再生産循環、②もし、Dx=Sx，
つまり任意のi，jに対してDij=Sijならば、定常状態における環境維持
型再生産循環、③もし、①と②ではなければ、つまり、少なくともあるj
に対してDxj<Sjx，或いは、あるiに対してDix>Sxiが成立すれば、環
境破壊型再生産循環、と呼ばれる。
具体的にみれば、①Dxz<Szxは、自然消費財に関して、自然環境から
の供給が、人間の需要を満たしていないことを意味している。これは、大
気汚染、水汚染、騒音汚染などによる人間基本生存基盤の悪化の現実等に
よって理解されるであろう。②DxY<SYxは、自然生産財（資源）に関し
て、自然からの供給が財再生産過程の需要を満たしていないことを意味し
ている。これは、自然資源の枯渇化などの現象を抽象的に概括するのであ
る。③Dzx<Sxzは、消費廃棄物に関して、人間再生産からの排出が自然
再生産過程の吸収能力を超えていることを意味している。これは、周知の
通り、化学洗剤の使用などによる生活排水の質的悪化、消費品の過剰包装、
耐久品の不完全消費による自然吸収不能ゴミの増加等によって説明される。
④DYx<SxYは、生産廃棄物に関して、財再生産からの排出が自然再生産
過程の吸収能力を超えていることを意味している。例えば、農業の化学薬
・肥料の汎用による土質、水質の悪化や、特に、工業からの廃水、廃気、
廃物等の多量排出による産業公害と自然破壊などはこれの例証としてよく
取りあげられている。環境破壊型再生産循環の意味が、人間、財、自然と
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いう3つの再生産過程における上記の4つの対応関係によって明確にされ
た。
第3に、このような広義的再生産の不調和循環が「物質循環表」を利用
して具体的に認識される。この場合、横表の集計式の結果が0とならなく
なる。特に、この論文には、第0消費と第0次生産と言う二つの再生産活
動を設置されているので、それらの自然物質のアンバランス式から人間の
基本生存条件の弱化の度合いと環境保全産業の拡大の自然再生に取っての
役割などを検出できるであろう。
第4に、この不調和循環の形成とその変容過程は循環経路によってさら
に概括的に図29のように把握できる。
X
a
→
X
b
図29不調和的循環の変容
→
X
C
すなわち、3つの再生産の循環は、このまま行けば、cの状態になり、
つまり経済成長と人間再生産が自然構造の萎縮に伴って縮小して行くに違
いない。
このような広義的不調和は、まだ、その循環図の一筆画不可能という特
性で解釈される。
e
X
図30不調和循環の展開図
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a
それは、見たとおり、Za，Zd，Yb，Ycという4つ「死路」の形成した
ため、この循環図が、一筆画不可能になってしまったのである。ただし、
これらの「死路」の経済学的意味は次の通りである。
Zaは、大量採取、大量生産を特徴とする産業構造が、自然を資源枯渇化
の軌道に押し込んで、同時にその自然に対する資源需要も満たされなくし
てしまうことを意味するものである。
ZdとYbは、破壊されて吸収能力の弱化された自然環境が、大量な生産
廃棄と消費廃棄に対して全部吸収できなくなることを示している。
Ycは、産業構造によって破壊された自然が、人類生存に必要な自然消費
財を充足に供給することができなくなることである。
同様に、国民生活低下型産業構造による不調和循環についても展開でき
るが、ここでは省略することにしたい。
3第0次産業の拡大による未来調和循環への転換
論理的に考えれば、「死路」を「活路」に変えなければ、広義的産業構
造の調和化が実現できない。その方法としては、次の4つしか考えられな
い。①ZdをZに戻し、ZdZという循環を形成することであるd@Ybをも
Zに進行させ、YbZという循環を形成することである。つまり、①と②に
よって自然の吸収できない廃棄物を産業処理によって吸収可能廃棄物か、
回収可能資源かに転化させることである。③代替資源と新しい再生可能自
然資源の開発と省エネ産業技術の開発などによって、Zaを減少する事であ
る｡④は、①②③をも含んで、公害防止技術の開発と応用、自然環境保全
X
図31未来型広義的協調循環図
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環境の形成・拡大を通じてYcが自然的に消失することである。これらは、
第3章で提起した「第0次産業」の基本的内容を構成するのである。こう
して形成した産業構造は、広義的に調和化を達成し、その循環も図31に示
すように一筆画可能となるのである。
以上の分析によれば、すぐ分かるように、産業構造高度化の分析と同様
に、広義的協調化の課題も「第0次産業」の形成・拡大であるという考え
が出てくる。これは、ここにおいて、何より強調したいことである。
4人間を中心にする広義経済発展の調和的目標構造
以上の分析視角によってみれば、広義的な再生産過程の不調和循環の形
成の原因も、その解決する責任も自然が無意識的「被害者」であるので、
人間、特に経済に問われなければならない。特に、人間再生産の在り方の
調整に基づく経済再生産の在り方の調整はそのキーポイントになるわけで
ある。前述のような調和的循環の前提条件を再創出し、守りながら「持続可
能な発展」を目指すことにならなければならない。この「持続可能な発展」
という目標は、より具体的には、基本的に以下の3つの面の内容で構成す
るわけである。すなわち、それは、①人間の再生産過程からみれば、国民
生活の質的向上、②財の再生産過程から見れば、経済の質的成長、③自然
環境の再生産過程からみれば、環境の質的保全などである。
「国民生活の質的向上」が意味しているものを、次の3つの面から考察
し、把握する必要があると思う。
1つは、いわゆる国民生活ニーズの基底をなす人間の欲望の基本的な
構造を全面的、内実的に把握することである。まず、財・サービスへの需
要の充足である。これは、一般的に「食、衣、住、健康維持、知的生活、
教養・娯楽、社会の統合維持」などの7つの項目が設定される(藤田暁男、
1989年）。次は、自然環境への需要の充足である。これは、消費環境と労
働環境などを含めるべきである。また、労働人口の労働者としての需要の
充足である。これは、労働時間（就業需要）と自由時間（余暇需要）など
の充足を内容とするのである。
2つは、「生活の質的向上」が、生活水準の社会的な格差の是正を意
味している、ということである。これは、主に階層的な格差、地域的な格
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差と産業的な格差を含んでいる。これに係わる根本的な問題は国民所得の
配分である。すなわち、国民生活水準を測定するには、「国民所得の一人
当たり」という指標が必要なのであるが、これより、最も重要なのは、社
会的余剰がどのように配分されているか、国民総支出がどのように構成さ
れているか、国民所得が実質的にどの程度国民に帰属しているかを算定し
なければならない（宮本憲一、1993年、p.276)、ということである。
3つは、「国民生活の質的向上」は、歴史的な概念として、今日の世代
の生活の向上だけではなく、将来の世代の生活水準が向上できることをも
意味している。つまり、未来の世代の生活の向上の条件を犠牲にすること
によって獲得した今世代の生活水準の向上は、真の意味での生活の質的向
上といえない、ということである。
「自然環境の質的保全」が意味しているのは、まず、人間をも含める
「生命共同体を尊重し、大切にすること」、「地球の生命力と多様性を保
全すること」、「再生不能な管源の消費を最小限に食い止めること」と
「地球の収容能力を超えないこと」などによって、自然環境の再生能力の
回復と強化を達成する、という基本的なことである。しかし、人類の活動
が地球全体の環境を変容させる規模に至っている現在、人類が環境の中で、
環境の恵みを受けつつ存在していることを改めて認識し、環境保全の理念
の基礎として位置づけ、その総体としての保全を図っていくことが必要と
なっている。すなわち、環境保全への新たな枠組を目指して、環境保全の
目的の拡大とその目標の総合化を実現することは、「環境の質的保全」の
深い次元の意味を実現することを意味する。やや具体的には、一つは、環
境保全を図る目標として、将来世代や世界全体までを射程に置く必要があ
るということである。もう一つは、環境保全の範囲として、将来の世代に
なって初めて生じるような影響や、生物の多様性などへの影響までを対象
とする必要があることである。
「経済の質的成長」というのは、GNPの成長という単純な量的な目標と
区別して、調和的な成長、適性な成長、効率的な成長などを意味している
持続可能な成長である。「調和的な成長」というのは、財の再生産過程が、
人間の再生産過程と自然環境の再生産過程との間の調和を保持しながら、
それ自身も調和的に成長していくことである。すなわち、いわゆる「人間
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と自然にやさしい成長」である。適性な成長というのは、経済の発展のス
ピードが国民生活の質的な成長と環境の質的な保全によって制限されてい
る成長速度を超えないことである。というのは、一方で、貧困が環境破壊
の原因であると共に結果でもあるので、環境と破壊の悪循環から脱出す
るには、より高い経済成長を必要とするが、他方で、過激な経済成長の追
求がもっと過度な自然環境の破壊をもたらすので、結局、国民の生活の質
的な下降をもたらすからである。効率的な成長というのは、一定の資源の
投入が、できるだけ多量な産出を獲得し、有害な廃棄物をできるだけ少量
排出することである。
Ⅵ結語
以上、環境問題への視角的、方法論的な接近という意味で広義再生産とそ
の循環構造をめぐって理論分析を試みてきたが、結論としては、自然環境の
問題は、結局、自然の問題ではなく人間社会の問題であるということである。
これは、二つのことを意味している。一つは、自然破壊の責任は無意識な主
体にはなく、人間社会にあることである。もう一つは、自然が破壊されるこ
とは人間社会が破壊されることと同義である。ところが、人間社会を人間再
生産と経済再生産に分けて把握しなければ、その責任は人間社会のどこに、
どのようにあるか、そして結局その破壊は人間社会のどの部分によって受け
られるかは暖昧になるのである。本論文は、人間再生産を一つの主体的過程
として独立化させることによって人間、自然、経済を含む広義再生産過程を
構築した。さらに、その循環構造の分析を通してこれらの問題を明らかにし
た。つまり、その破壊の結果を直接に受けるのは人間の再生産であり、間接
的に受けるのは経済再生産の第1次産業である。また、第1次産業の人間再
生産における生存するための第1次消費に果たしている役割を考慮したら、
結局、その結果の受け身は人間再生産である。それに対して、自然破壊の起
因と責任は直接的に経済再生産過程にあり、間接的に人間再生産の在り方に
ある。また、近代社会のシステムの制約によって、人間の在り方も経済再生
産に誘導されるものになること（この課題は本論文の論題ではないが）を考
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盧したら、結局、その責任は、根本的に経済の在り方にある。それは、「人
間の法則」、特に、「自然の法則」を無視して独走した、「大量搾取」と
「大量廃棄」を特徴とした、経済再生産の基本定式によって展開された不調
和循環に現れている。産業構造の視点から見れば、その基本的な起因として
は、従来からあるべき、そして経済生産の拡大に伴なって拡大されるべき朧
0次産業」への軽視が特に取り上げられるべきである。
ところが、本文の中に触れたように、広義再生産過程における「人間の法
則」と「自然の法則」は、経済の法則と相互に作用し合うので、長期的には無
視できない。現実に見られる国民の自然環境への欲求の向上、第0次産業拡
大の傾向はそのことの実証であろう。ここで問われるべき重要な問題は、こ
の従来からあるべき産業がなぜなかったか、経済成長と同時に拡大すべき産
業がなぜなかなか拡大されないかである。この問題に答えるために、本論文
のような素材的分析だけでは限界があり、このような広義的視点に基づく社
会政策的、社会システム的な理論が緊急なテーマとして研究されなければな
らないと筆者は考えている。
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